
　

　▼…「侵略には一発の弾丸も持た

ずに礼儀正しく迎えよう。博愛こそ

剣」と紳士君。これに対し「現に戦争

はある。文明の成果である軍備を充

実し、彼の大国を割き取るべし」と豪

傑君。間に入る南海先生の言。「紳士

君の説は未来のユートピア。豪傑君

は過去の手品を痛快がるだけ。どち

らも現在の役には立たない」と。

　▼…3人の酔っぱらいが天下の趨

勢を論じる「三酔人経綸問答」。南海

先生の言葉を借りて中江兆民は、国

際法を背景とした協調主義や集団的

自衛権にまで言及する。120年前の作

品だが、現代をも見透かしていたか

のような兆民の慧眼に驚くとともに、

政治家の知恵の今だ浅きを感じる。
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君、酔っぱらいの戯れ言と言うなかれ
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　▼…もっとも、南海先生はこんな

ことも言っている。「政治の本質は国

民の意向に従い、その知的水準に見

合いつつ福祉の利益を得させるこ

と」。さらに「民権には、『恩賜の民権』

と、下から進んで取る『回復の民権』

がある」と国民の政治意識・権利意識

に目を向けることも忘れていない。

　▼…この30行コラムでは紹介しき

れないので、岩波文庫から現代語訳

付きで出ている「三酔人」の一読をお

勧めしたい。イラク問題に日本や国

際社会はどう対処すべきか、憲法改

正・防衛問題は？、地方分権は？。現

在、直面している問題を解決するた

めの多くの知恵が、酔っぱらいの戯

れ言に織り込まれている。　　（梶）

ざれ

けいりん
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　地域主権時代に向けた住民参加の取り組みや、

合併論議などをきっかけに、まちづくりに関わ

る地域情報を住民と行政が共有することの重要

性が認識されるようになってきました。出前講

座や電子会議室などのコミュニケーション・

ツールを活用した広報広聴機能の強化も図られ

ています。

　ところが、住民参加の輪を広げるほど情報を

共有することが難しくなり、複数市町村が同じ

テーブルに着く合併協議では共通認識を得られ

ないまま議論が座礁してしまうような場面も見

られます。特に、行財政改革との同時進行とな

るまちづくり論議では、そのベースとなるまち

の財政状況についての情報共有が課題であると

ともに、つまづきの元ともなっているようです。

　そこで、まちの台所事情＝財政情報の発信・共

「分かる広報」　「考えさせる広報」へ
有について考えてみると、基本はやはり他の行

政情報と同様に、事後報告型の「お知らせ広報」

から、背景解説型の「よく分かる広報」へ、さ

らには課題提示・問題提起型の「考えさせる広

報」へと行政側の広報機能を高めることが第一

歩となります。（第 122号参照）

　■要約版と詳細版を使い分ける

　「よく分かる広報」の手法としては、特に専門

的な知識が必要な財政情報の場合、言葉をかみ

砕き、身近な表現を使ったり、グラフや実例を

交えることが有効です。この点に関しては、広

報誌やホームページなどを利用したさまざまな

試みが行われています。ところが、「考えさせる

広報」へと発展させるためには、要領よくまと

めたエッセンスの伝達だけでなく、その元と

　　　　　　　　　特　集

決算カードの公開と活用

か
ら

なっている詳細なデータや関

連する情報を用意することも

大事で、この面での対応がや

や遅れているような気がしま

す。

　難しいのは、これらの情報

は発信のしかたによっては、

受信者をいたずらに混乱させ

ることがある点です。「決算

カード」と呼ばれる財政情報

がなかなか住民の目に触れる

ことが少ないのは、そうした

事情もあるようですが、積極

的な情報開示と「考えさせる

広報」の充実を考えれば、

もっともっと有効に活用でき

るはずです。

長野県喬木村がホームページ上で公開している決算カード

http://www.vill.takagi.nagano.jp/zaisei/H14kcard_top.html
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　決算カードは、市町村が予算・決算を分析す

るために市町村が作成する「地方財政状況調査

表」などを基に作成しています。都道府県を通

じて総務省に提出されることから、同じような

規模の自治体同士の比較に利用できるほか、そ

の自治体がどんな財政状況をたどってきたかを

知ることができます。また、北海道などでは教

育や医療福祉、上下水道など公共施設の状況も

データとして加えており、いわば地域の現況を

知るための「カルテ」的な側面も持っています。

　■議員、一般職員もカードの活用を

　ところが、政策評価や大分県臼杵市の「サー

ビス形成勘定（行政コスト計算）」、北海道ニセ

コ町の「住民向け予算説明書」など財政情報の

積極的公開が進む一方で、いわば全国共通の財

政データである決算カードはあまり住民に向け

て公開されていません。まちの健康状態が一覧

できるカルテにもかかわらず、議員や財政担当

を除く一般の市町村職員にも十分活用されてい

ないのは残念なことです。（右の表は決算カード

をホームページ上で公開している主な市町村）

●PDF版
室蘭市 北海道
我孫子市 千葉県
流山市 千葉県
守谷市 茨城県
所沢市 埼玉県
富士見市 埼玉県
宇都宮市 栃木県
小金井市 東京都
東部町 長野県
知多市 愛知県
豊田市 愛知県
松阪市 三重県
貝塚市 大阪府
西宮市 兵庫県
筑紫野市 福岡県
●HTML版
恵庭市 北海道
能代市 秋田県
狭山市 埼玉県
藤岡市 群馬県
喬木村 長野県
泉南市 大阪府
●EXCEL版
横浜市 神奈川県
摂津市 大阪府

　決算カードを上手く

活用するには、カード

の内容そのものを財政

の基本データとして公

開することが必要で

す。それと同時に、財政

用語の説明と、基本的

な数字と表の読み方を

分かりやすく添付する

ことが求められます。

　カードには財政力指

数や地方債残高などの

指標などとともに、公

営事業への繰出金や国

保会計の収支など「隠

れ借金」の状況も書き

込まれています。人口

データを基に、住民1人

当たりの税額や人件費

の負担額といった数字
をはじき出すこともできます。

　

　■使える「オンデマンド発信」

　大事なことは、これらのデータが、いつでも、

誰もが、必要に応じて入手できるような態勢が

整っていることです。その意味では、デジタル

情報をオンデマンドで処理できるインターネッ

トは有効なツールといえるでしょう。

　一方、住民サイドでは、簡便なエッセンス情

報に鵜呑みにするのではなく、原典となった

データにも目を向けながら、過去や他の自治体

と比較しながら検証する知恵や工夫も求められ

ます。そんな行政と住民の取り組みが、情報の

共有を問題解決の場・フォーラムへと発展する

きっかけとなるはずです。
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　都市域が郊外に比べて気温が高くなる「ヒー

トアイランド現象」が広がりを見せる中、残さ

れている緑地の保全や積極的な緑の創生による

都市緑化事業の推進が、快適・安全な都市づく

りの課題としてクローズアップされています。

特に、公園などのオープンスペースが非常に限

られているのを背景に、屋上空間などを活用し

た建築物の緑化が、注目を集めています。

　■深刻化するヒートアイランド

　ヒートアイランド現象は、アスファルト路面

での太陽熱の輻射と蓄積放射が直接的な原因で

すが、壁面での多重反射を起こす高層建築物な

どの増加が拍車をかけています。一方、都市開

発の進展によって緑地面積が小さくなることで、

植物や地表からの水分の蒸発裏が減少し、蒸発

潜熱が減少することも影響しています。

　これらの悪循環により、30年後の東京では気

温が40度を超える日も珍しくなくなるとの予測

もあるほどです。また、ヒートアイランド現象

は、局地的な雷雲の発生や突発的な激しい降雨

など、都市の気象にも影響を与えています。さ

らに、異常な上昇期流は、都市上空で汚染物質

をドーム状に覆う「ダストドーム現象」も誘発

するなど大気汚染にもつながっています。

　

　■非緑化 60度、植栽で 30度以下に

　屋上緑化による建築物の断熱効果については、

国土交通省が2001年7月に、植栽の種類や土壌

の厚さなどによる効果の差を測定し、実証した

データがあります。これによると、緑化してい

ない屋上タイル表面の温度は日中（午後 1時～

同 3時）で平均 57.7度にも達したのに対して、

植栽基盤の下面は 28.1度。夜間（午後 10時～

午前 0時）の平均も 31.8度に対し 29.7度と 30

度以下を保つことが分かりました。

　屋上緑化による直接的な効果としては、夏季

の室温の上昇抑制など物理的な環境改善のほか、

豊かさ・安らぎ感の向上、環境教育の場の創出

など生理・心理面の効果もあるとされます。ま

た、経済的な効果として、酸性雨や紫外線など

による防水層などの劣化を防止したり、火災延

焼の防止、夏季の断熱・冬季の保温、緑豊かな

修景によるビルの宣伝・集客効果、従業員など

の厚生施設への活用も期待されています。

　国交省は、「緑化施設整備計画認定制度」の制

定に続き、「ヒートアイランド対策大綱」を2003

年度内にまとめる予定のほか、地方自治体では、

屋上緑化に対する助成制度を強化したり、大阪

市や大阪府のような条例による義務化の動きも

見られます。これを受けて、年間 100億円規模

にもなるとされる屋上緑化ビジネスも活発化し

ていきそうです。

高温化抑制し、安らぎ空間創出

　都市環境を変える屋上緑化最前線リポート

屋上タイル表面

芝生表面

植栽基盤下面

断熱効果グラフ

60℃

50

40

30

200時
6時

12時
18時

（国土交通省調査データから）
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国・自治体が民間の緑化を支援

　環境省は2001年、ヒートアイランド実態解析

調査検討委員会の報告に基づき、次のような対

策をとりまとめた。　

　①都市レベルでは、緑化、透水・保水化など

各種の対策を複合的に講じる（建物排熱50%削

減、交通排熱20%削減、保水性舗装：舗装面の

50%、屋上緑化：屋上面積の 50%）ことで、30

度を超える地域・時間数を現状より約21％減少

させる。

　②街区レベル（100メートル四方程度）では、

高木による緑化、舗装の保水化や屋上の反射率

の向上といった対策を効果的に適用する。

　■敷地千㎡、植栽 20％以上を認定

　一方、国土交通省は、2001年度に都市緑地保

全法を改正し、民間における緑化への取り組み

を地方公共団体が支援する「緑化施設整備計画

認定制度」を創設しました。この制度は、建築

物の敷地内において空地・屋上・壁面などの緑

化（緑化施設の整備）を行おうとする事業者な

どがあらかじめ緑化施設整備計画を作成し、市

町村長の認定を受けるものです。

　認定を受けるための必要要件は、

　①当該建築物が、都市緑地保全法に基づき市

町村長の定める「緑の基本計画」の「緑化を推

進を重点的に図るべき地区（緑化重点地区）」に

あること

　②敷地面積が千平方メートル以上あること

　③緑化する面積（既に緑化している部分の面

積も含む）が敷地面積の 20％以上であること

　■税軽減や費用助成、義務化条例も

　「緑化施設整備計画認定制度」では、整備計画

に基づいて設置された緑化施設については、固

定資産税が軽減されます（課税標準が５年間 2

分の1）。国土交通省は、これに併せて助成制度

や融資制度なども活用し、都市における緑化が

推進されることを期待しています。

　このほか全国の地方自治体においても、庁舎

や公共施設に屋上・壁面緑化を行ったり、建築

物緑化に関する条例や支援制度を創設するケー

スが増えています。たとえば、大阪市の場合は、

民間の建造物の屋上・壁面などへの緑化事業を

対象に、200万円を限度として植栽費及び基盤

整備費の 2分の 1の額を助成。助成後は、樹木

の良好な維持管理を義務付け、植樹後の 5年間

は移植を禁じています。また、市役所本庁舎や

総合医療センターなど公共施設の屋上緑化にも

取り組んでいます。

　東京都が2003年度から、一定の屋上面積を持

つ新築ビルに緑化を義務付けたことにより、「屋

上緑化」が環境ビジネスとしても注目されてい

ます。

　東京、大阪、名古屋はじめ札幌、高松など全

国の主要 11都市を合計した緑化最大可能量は、

約 5万 2千ヘクタールで日比谷公園の 3千倍以

上にもなります。このため、屋上緑化に関する

市場規模は、年間50～100億円に達すると予測

されています。

屋上緑化ビオトープ
（清水建設プレスリリースから）
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　■ 11/25　江別市　学校選択制アンケート結

果　9月に実施した学校選択制に関する保護者

アンケート調査の詳しい結果がアップされてい

ます（グラフ）。「賛成」「どちらかと言うと賛成」

を合わせると62.2％という結果で、選択制に賛

成する理由としては、「権利は保障されるべき」

が最も多かったようです。

　■11/25　恵庭市　「えにわの水」販売　市が

応急給水用保存水として備蓄している「えにわ

の水」の販売情報がアップされています。天然

ミネラルを程よく含んだ軟水の本年製造分の一

部で、１箱（500ｍｌボトル 24本入）1,500円

だそうです。

　■ 11/25　鹿追町　町図書館の蔵書検索　町

図書館の蔵書検索の試行がスタートしています。

町図書館のすべての蔵書検索がネット上で可能

なようです。

　■ 11/25　新得町・鹿追町　任意合併協ＨＰ

　新得町・鹿追町任意合併協議会ホームページ

が開設されています。協議会の開催状況や協定

項目の協議結果などがあります。

【選択制に賛成の理由】（複数回答）

権利は保障されるべき

意
識
や
責
任
感
が
高
ま
る

家庭で話す機会が増える

活
性
化
取
り
組
み
意
識
が
高
ま
る

特色ある開かれ
た学校づくりが
進む

情
報
発
信
が
進
む そ

の
他

【学校選択制に対する賛否】

どちらかと
いうと反対 どちらかというと賛成

賛成その他分からない

反対

　■11/25　函館市　ＷＥＢ版「防災マップ」　

「市防災マップ」がアップされています。地図は

SVGファイルで、ＳＶＧ ビューワをインストー

ルする必要があります。災害の種別による避難

場所表示などができます。

　■ 11/25　倶知安町　5町村合併協の日程　

喜茂別町加入に伴う 5町村による法定合併協議

会の調印、会合日程がアップされています。

　12月 15日は休刊とします。次号は同 22
日の発行予定です。
　本誌の定期配信のお申し込み・お問い合
わせ等は下記へどうぞ。配信は無料です。
　　事務局：電話 011（761）6039
　　E-mail：next@com212.com

NEXT212  INFORMATION
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NEWS 　● 12/5　鹿島市

（佐賀県）　酒蔵通り

保存目指し景観条例

　鹿島市は、江戸後

期から昭和初期にか

けての建造物が数多

く残る肥前浜宿の酒

蔵通りの町並みを保
存するため「歴史的景観条例」を制定すること

になった。建物を新改築する場合には、市長と

市教委の許可を必要とするとともに、歴史的

建造物の保全に対する支援措置も導入する。

　●12/4　多良見町（長崎県）　大崎地区の分

離求めて住民が請願書

　多良見町大崎地区の住民（52世帯）は、同

地区の中学生以上177人全員の署名を添えて、

多良見町からの大崎地区を分離するよう求め

る請願書を町議会に提出した。同地区は隣接

する長与町とのつながりが強いことから、行

政区域を変更し長与町に組み入れることを求

めている。多良見町は、諫早市など周辺1市4

町との合併を協議中で、長与町はこの協議に

参加していない。

　● 12/2　信濃町（長野県）　住民 150人が

「自立の町づくり」に参画

　合併に頼らない自立の道を選んだ信濃町は、

住民自身が町政の課題を考え、政策を提言す

る「プロジェクトチーム町づくり委員」を近く

発足させる。公募に応じた101人を含む150人

の委員は、月1回の会議に無報酬で参加し、「若

者定住」「福祉・介護」「魅力ある農業づくり」

など10のテーマについて議論する。町は、提

言を最大限、町政運営に反映させる方針。

　●12/1　岐阜市（岐阜県）　鵜飼の町保護で

地区住民が景観協定

　岐阜市の長良川上流の住民らは、「鵜飼の街」

の保全を目指す景観協定を締結した。鵜飼屋

地区は、鵜匠の家屋や鵜の鳥屋が集中する旧・

漁師町で、玉石積みなどの独特の景観を見せ

る。協定では、建物の高さを20メートル以下

●

　　　

に制限し、鵜飼の時間帯は照明を控えるほか、

玉石積みのデザインを構造物に取り入れるな

どして、鵜飼を支える町にふさわしい景観づ

くりに取り組む。

　●12/1　川崎市（神奈川県）　病院併設の高

齢者福祉住宅建設へ

　川崎市住宅供給公社は、民間活力を生かし

た新たな福祉住宅を提供するため、病院を併

設した高齢者向け優良賃貸住宅を建設、2005

年 3月完成を目指す。地上 11階地下 1階・延

べ約9300平方メートルのうち、1～3階に85

床の病院が入り、4階は在宅ケアセンターや高

齢者の交流施設、5階以上に高齢者向け 55戸

と一般向け 10戸の賃貸住宅を整備する。

　● 12/1　大和市（神奈川県）　「高齢者見守

りネット」構築で大規模調査

　大和市は、災害発生時などに自力では救助

要請を出すことが困難な高齢者を把握するた

め、70歳以上の一人暮らしの世帯など約 7千

世帯を対象に聞き取り調査を開始した。民生

委員が直接、対象世帯を訪れて、食事・外出や

買い物の状況、日常生活の不安などを調査す

るのと合わせて、必要に応じて介護保険の申

請を勧める。調査結果を基に、地域の「見守り

ネットワーク」を構築する方針。

　●11/30　上富田町（和歌山県）　離脱表明

で合併協は５市町村態勢に

　上富田町は、田辺広域法定合併協議会から

離脱することを表明した。小出隆道町長は、水

道・宅地造成事業など６項目について、短期間

での解決が困難なことを離脱理由に挙げた。

田辺市、中辺路町などは、残る５市町村での合

併・新市発足を目指すことになった。合併協議

は 2002年４月に 10 市町村で任意協からス

タートしたが、同７月の法定協移行時に3町村

が離脱、本宮町が新たに加わり、2003年２月

に 2町が離脱した。

●●
● ●

　　　

　

●

（アクセスは http://com212.comからどうぞ）

●
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北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
平　均

65.7

70.6

69.7

67.4

％

 　　普通教室の LAN整備率

（2003年 4月 1日現在・文部科学省調査から）

 パソコンで指導できる教員の割合


